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京都府舞鶴市字平 1157番 地

モil l

特定事業者の

主たる業種

任
~t建
材製造茉

該当する事業
者要件

l V ~京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換
算して11500キロリットル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又
はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第 4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事
業者 (二酸化炭系に換算して3,000トン以上))

r｀

「

計 画  期  間 平成 18 年 4 月 平成  20 年 3 月

基 本 方 針 エネルキー消費効率の改善、エネルギー消費のムダ取り、廃乗物排出量の削減

推 進 休 側 工場長が年度方針 ・目標値を設定し、担当部署が実施計画を策定及び月例の進捗管理を行う。

年度 ことの具
体的な取組及
び措置

18～ 19 工場製造部門
工場内の製造設備についてムダな使用電力を改善することにより、俗エネを図る。
(集陛設備の使用電力のムダを排除する。)

温軍効来/Jス
の排出豊等 排出区分

碁牛午皮 く実積'

(17)年 度
〈二磁化炭業換第 〈t))

日僚年度 〔計山)
( 1 9 )年 度

〈こ磁化炭素換算 (t))

自」滅 卒

(計画 )

(%)

A事 業所等排出区分 3,346 t 3,480 t 40%

B輸 送車両排出区分 t t %

Cそ の他排出区分 t t %

排出合計 ・1                3,346 t ・z       31480t 40 %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

(二磁化炭芸換算 (t

森林の保全及び整備 〈整備rnTR) 〈吸収畳) t

府内匿の本材の利用 ( I l河畳 ) mJ 〈“Ⅲ波豊) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(売電虫) (HⅢ滅量) t

(無供統畳) (出u波畳) t

グリーン電力の購入 く蝉入畳) (ⅢⅢ滅堂) t

削減量等合計 t

差引排出堂

(リト出合剖―bり滋等合言1)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (言1画)
Ⅲ1                31346 1 `〕“〕    34800 t 40 %

特 l l B 事項 1 半 放 1も牛lx‐次ひ半,II υ牛度と生産長の増力nを見込んでいるため、 LttHl滅率がフラスになつているが、
エネルギーlrl費原単位に換算すると年平均 1%の 削減となる。
2 当 社が収り組んだ地球lF暖化対策

平成 17年 度 トランスの交換時に新規 トランスにトップランナー方式を採用し、無負荷電力の削減を行った。
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注 1核 !Ⅲする□には レ印を記入してください。4i定す典首以タトで白■参力nさ,1る事業者の方は レ印の記人は不要て

2「 )〔翠年度」とは剖U期 間の高1年度を 「H際年度Jと は岳1画'WFalの最終年度をいいますも

3「 事業所等,卜出に分Jと は ,輸 ;府内の車業所等の事業活■lのためのエネルギーのは加に‖い死iす るれ生効 tカスを 1期 たⅢⅢⅢン■ru、ノフJ~
とは 自IIJtrど送J兆 どについては■用の本拠の位置を方輸i lf内とする市両の,卜」するnt幼 "tガスを 教 道事業をについてははイfする生物lI
m文 は旅客市両のtl出する温生2/1J米ガスを 「そのltリト出本分Jと は 怖 3以タトの京都,t内における事業所等の事業活動に,Fい,さ■するlln争効
,tガスをいいます。
4「 竹記事項Jに は 平 "E2年度 (1990年 度)を な 1ヽとしたlJ出上の対比やエネルギー】ftttC O!排出虫、作エネ製品,‖発などlLをのHni効
夕tガスlll出ⅢⅢ誠への最llt グリーン剖速の採用 特 定フロンなどの条例指定タトの温i効 ,【ガスの刑渡などを記入してください.


